
令和３年度〔第１四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
商工観光労働部

（注）※１、※２の説明

商工政策課 2021年度「発酵産業」
成長促進化プロジェク
ト商品・サービス化等
事業運営業務委託

滋賀県の発酵ファンを
県内外に創出し、発酵
産業の成長促進を目
的とした、発酵からつ
ながる滋賀プラット
フォームの運営および
認知拡大の支援、県
内事業者の取組支援
業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 11 日 株式会社地域計画建
築研究所

6,800,000 本案件については、予算の範囲内でより効果的
に発酵産業の成長促進化に向け、プラットフォー
ムの運営、多岐にわたる発酵事業の支援を行う
ためには、専門的知識・企画力・調整力が必要で
ある。そのため、価格による競争入札では目的達
成に必要な提案と事業の実施が困難であること
から、プロポーザル方式により契約の相手方を選
定したため。

2 4

商工政策課 2021年度「発酵産業」
成長促進化プロジェク
ト認知度向上業務委
託

発酵からつながる滋賀
（ウェブサイト、SNS）の
運営・コンテンツ拡充、
滋賀発酵商店（ウェブ
サイト、SNS）の運営・
コンテンツ拡充および
滋賀発酵商店を活用
した更なる認知拡大に
向けた取組の実施業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社 KUUMA 17,660,000 本案件については、予算の範囲内でより効果的
に本県の発酵についての認知を高めるために
は、マーケティングの業界理解に加え、専門的知
識・企画力・調整力が必要である。そのため、価
格による競争入札では目的達成に必要な提案と
事業の実施が困難であることから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

商工政策課 2021年度滋賀県近未
来技術等社会実装推
進事業実証実験推進
業務委託

国内外から新しい技術
やビジネスモデルの実
証実験を呼び込むこと
を目的とした「実証実
験のフィールド滋賀」Ｐ
Ｒ業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 11 日 有限責任監査法人トー
マツ

5,000,000 本案件については、予算の範囲内で、数ある上
市されているサービスから本県が有する社会的
課題の解決に合ったサービスを目利きすることが
求められており、専門的知識・企画力・調整力が
必要である。そのため、価格による競争入札では
目的達成に必要な提案と事業の実施が困難であ
ることから、プロポーザル方式により契約の相手
方を選定したため。

2 4

商工政策課 水環境ビジネス推進
のための調査・コー
ディネート業務委託

海外における水環境
に関する課題の発掘
調査、企業のマッチン
グ支援等を実施

令 和 3 年 6 月 9 日 ～ 令 和 4 年 3 月 15 日 公益財団法人地球環
境センター

10,890,000 本業務には高度な専門性、企画力、ネットワーク
等総合的な業務遂行能力が必要であり、価格以
外の要素を重視するため、競争入札に適しないこ
とから、プロポーザル方式により契約の相手方を
選定したため。

2 4

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場
合（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。
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契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等
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法令
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契約担当組織
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事業名 契約内容
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（物品購入契約は契約締結日）
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商工政策課 令和３年度プロフェッ
ショナル人材戦略拠点
運営事業委託

拠点の運営(マネー
ジャーによる企業訪
問、協議会やセミナー
の開催等)

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
産業支援プラザ

47,804,000 当財団は中小企業支援法第７条に基づき、中小
企業支援センターとして指定され、県に代わり経
営の診断や助言、情報の提供等を行うことができ
る唯一の団体であるため。

2 3イ

商工政策課 新型コロナウイルス感
染症対策経営力強化
支援事業【通常枠】業
務委託

補助金の交付、問合
せ対応等一連業務

令 和 3 年 6 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 11 日 株式会社JTB滋賀支店 49,556,653 本事業は、新型コロナウイルス感染症対策経営
力強化支援事業【緊急枠】（以下「緊急枠」）との
重複申請はできないため、緊急枠で申請のあった
企業等の情報をリアルタイムで保有しており、重
複申請を速やかにチェックできるのは、緊急枠の
業務を受託している株式会社ＪＴＢ滋賀支店のみ
である。
また、申請受付、申請内容の確認、交付決定等
の事務処理を速やかに行っていくことが必要であ
るため、これらの事務処理に精通し、専門的知
識、調整力を有し、緊急枠とあわせて効率的かつ
早急に事務処理を行うことができるものは他にい
ない。
さらに、本事業と緊急枠の両方の問い合わせに
臨機応変に対応することが求められるため、緊急
枠と共通のコールセンターが必要となることから、
株式会社ＪＴＢ滋賀支店と契約し、緊急枠のシス
テムやコールセンターを活用することで、新規開
設費用を要せず、コスト削減も可能となるため。

2 3イ

商工政策課 新型コロナウイルス感
染症対策経営力強化
支援事業【緊急枠（第
２期）】業務委託

補助金の交付、問合
せ対応等一連業務

令 和 3 年 4 月 27 日 ～ 令 和 4 年 3 月 11 日 株式会社JTB滋賀支店 49,951,434 本事業は、令和３年２月補正予算で成立し、実施
している新型コロナウイルス感染症対策経営力強
化支援事業【緊急枠（第1期）】（以下「第１期」）と
の重複申請はできない。第１期で申請のあった企
業等の情報をリアルタイムで保有しているのは、
第１期の業務を受託している株式会社ＪＴＢ滋賀
支店しかおらず、申請状況等をチェックし重複申
請を速やかにチェックできる者は他にいない。
また、売上確保のための緊急的な取組を支援す
ることとしており、申請受付、申請内容の確認、交
付決定等の事務処理を速やかに行っていくことが
必要である。これらの事務処理に精通し、専門的
知識、調整力を有し、緊急枠とあわせて効率的か
つ早急に事務処理を行うことができるものは他に
いない。
よって、緊急枠の第1期と第2期を一体的に運営
し、重複申請を防止しながら、早急な事務処理を
行うことができる者は他にいないため。

2 3イ
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中小企業支援
課

米原SOHO事業者支
援業務委託

米原SOHOビジネスオ
フィス入居者支援業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
産業支援プラザ

6,620,000 中小企業法に基づく県域の中小企業支援セン
ターとして、総合的な創業支援を県内全域で実施
している唯一の産業支援機関であるため。

2 3イ

中小企業支援
課

滋賀県中小企業高度
化資金貸付金債権回
収業務委託

債権回収業務にかか
る委託

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 エム・ユー・フロンティア
債権回収株式会社

13,272,097 H29年度から同社へ業務委託しており、引き続き
委託することが継続性を確保する意味でも必要で
あり、他に代替しうるものがないため。

2 3イ

中小企業支援
課

新型コロナウイルス感
染症支援制度相談窓
口運営業務委託

新型コロナウイルス感
染症支援制度にかか
るワンストップ相談窓
口の運営業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 滋賀県行政書士会 9,709,920 当該業務に関する知識や施策情報を有し、かつ
委託期間中必要な員数や業務水準を安定的に確
保できる唯一の機関であるため。

2 3イ

中小企業支援
課

滋賀県事業承継ネット
ワーク地域事務局委
託

事業承継ネットワーク
事務局に係る運営業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 大津商工会議所 5,730,000 H31年度から同者へ業務委託しており、引き続き
委託することが継続性を確保する意味でも必要で
あり、他に代替しうるものがないため。

2 3イ

モノづくり振興
課

In4.0技術開発推進研
究委託

金属３Dプリンタによる
製造物の非破壊内部
検査技術開発

令 和 3 年 4 月 26 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公立大学法人滋賀県
立大学

5,241,110 特殊な非破壊検査技術に関する基礎的・先進的
知見を有する必要があり、かつ、本研究テーマに
係る企業への技術移転が見込めるものは他にい
ないため。

2 3イ

労働雇用政策
課

滋賀県雇用シェアサ
ポートセンター運営委
託

滋賀県雇用シェアサ
ポートセンター運営業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 オムロンエキスパートリ
ンク株式会社

33,889,000 高度なノウハウを要する業務で、業務遂行能力を
図る必要があり、競争入札に適しないことから、プ
ロポーザル方式により契約の相手方を選定した
ため。

2 4

労働雇用政策
課

中高年人材新規就業
支援事業委託

シニアジョブステーショ
ン滋賀の運営業務等

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 合同会社キャリアオー 20,130,040 当該業務は、中高年齢者を対象とした就労支援
および企業の人材確保相談支援等を行うもので
あり、高い知見とノウハウおよび高度な専門性を
有する等、当該業務遂行能力を図ったうえで委託
を行う必要があるため、競争入札に適しないこと
から、プロポーザル方式により契約の相手方を選
定したため。

2 4

労働雇用政策
課

滋賀県外国人材受入
サポートセンター委託

外国人材受入サポート
センターの運営業務等

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 オムロンエキスパートリ
ンク株式会社

41,885,000 当該業務は、企業の人材確保支援に関するノウ
ハウを有することはもとより、外国人材の入国管
理制度等についても精通しており、在留に関する
支援もできる能力が必要となる。したがって、競争
入札に適しないことから、プロポーザル方式によ
り契約の相手方を選定したため。

2 4



根拠
法令
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契約担当組織
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労働雇用政策
課

ベトナム人材交流推進
事業委託

ベトナム人材ニーズ調
査などの受入促進業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社セキショウ
キャリアプラス

5,759,895 高度なノウハウを要する業務で、業務遂行能力を
図る必要があり、競争入札に適しないことから、プ
ロポーザル方式により契約の相手方を選定した
ため。

2 4

労働雇用政策
課

しがジョブパーク事業
委託

しがジョブパークの運
営業務等

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社いろあわせ 65,197,000 本業務は、企画力や業務遂行能力に重点を置い
た業務であり、価格競争のみで委託事業者を決
定する競争入札に適しないことから、プロポーザ
ル方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

労働雇用政策
課

離職者雇用型職業訓
練委託

就職難の若者や離職
者等を一定期間雇用
し、研修と派遣制度を
利用した企業実習を組
み合わせた訓練コー
スを実施することによ
り、就業機会の創出・
提供、求職者の能力
開発、求職者および求
人者双方のマッチング
をすることで、定着率
の向上、雇用の安定を
図る。

令 和 3 年 4 月 23 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社スタッフサー
ビス

126,060,286 当該業務は、研修と企業実習を組み合わせた訓
練コースを実施し、県内事業所に就職させること
を目的に実施するものである。
当事業の実施においては、就職につながる訓練
カリキュラムの構築や講師の手配等による訓練
計画を策定しなければならないこと、さらには成
果指標の達成のために効果的な就職支援を行わ
なければならないなど、真に専門的な人材育成に
関する知識、企画力およびノウハウが必要である
ため競争入札に適しないことから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

労働雇用政策
課

高濃度PCB産業廃棄
物処理業務委託

滋賀県事業内訓練セ
ンターに保管されてい
るPCB廃棄物（高濃
度）の処分

令 和 3 年 6 月 16 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 中間貯蔵・環境安全事
業株式会社　北九州
PCB処理事業所

5,236,000 PCB廃棄物の処理事業は、中間貯蔵・環境安全
事業株式会社法に基づき当該法人が実施してお
り、県の保有するPCB廃棄物（安定器）を処理でき
る唯一の施設であるため。

2 3イ

高等技術専門
校

離職者等再就職訓練
事業委託（定住外国人
向け職業訓練コース）

委託訓練
（就職力スキルアップ
科）　　　（６月開講）
単価契約

令 和 3 年 4 月 8 日 ～ 令 和 4 年 1 月 8 日 株式会社　いと源 5,926,800 国の単価契約限度額の中で、金額だけを決定要
素にせず、より就職に結びつく訓練を実施するた
め、競争入札に適しないことから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

高等技術専門
校

離職者等再就職訓練
事業委託（知識等習得
コース）

委託訓練
（介護職員実務者養成
科）　　　（７月開講）
単価契約

令 和 3 年 5 月 7 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 有限会社　スタック 6,930,000 国の単価契約限度額の中で、金額だけを決定要
素にせず、より就職に結びつく訓練を実施するた
め、競争入札に適しないことから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

高等技術専門
校

離職者等再就職訓練
事業委託（長期高度人
材育成コース）

委託訓練
（栄養士養成科）
（４月開講）　単価契約

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令和5年12月30日 学校法人　純美禮学園 12,474,920 令和3年度委託訓練年間実施計画に定める実施
地域区分において、栄養士免許の取得可能な唯
一の民間教育訓練機関であるため。

＊債務負担行為を含む契約

2 3イ



根拠
法令
※１

適用
類型
※２
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契約期間（履行期間）
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高等技術専門
校

離職者等再就職訓練
事業委託（長期高度人
材育成コース）

委託訓練
（保育士養成科）
（４月開講）　単価契約

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令和5年12月23日 学校法人　松翠学園 10,775,000 令和3年度委託訓練年間実施計画に定める実施
地域区分において、保育士免許の取得可能な唯
一の民間教育訓練機関であるため。

＊債務負担行為を含む契約

2 3イ

高等技術専門
校

離職者等再就職訓練
事業委託（長期高度人
材育成コース）

委託訓練
（介護福祉士養成科）
（４月開講）　単価契約

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6 年 1 月 1 日 社会福祉法人　華頂会 6,013,200 令和3年度委託訓練年間実施計画に定める実施
地域区分において、介護福祉士免許の取得可能
な唯一の民間教育訓練機関であるため。

＊債務負担行為を含む契約

2 3イ

女性活躍推進
課

滋賀マザーズジョブス
テーション就労支援業
務委託

滋賀マザーズジョブス
テーション就労支援業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社アイシーエル 30,005,580 本業務は、企画力や業務遂行能力に重点を置い
た業務であり、価格競争のみで委託事業者を決
定する競争入札に適しないことから、プロポーザ
ル方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

女性活躍推進
課

滋賀マザーズジョブス
テーション・草津駅前
託児業務委託

滋賀マザーズジョブス
テーション・草津駅前
託児業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 有限会社ボンサンス 8,360,000 本業務は、乳幼児の安全確保や万一に備えた対
策等、高い安全性が求められるため、競争入札
に適しないことから、プロポーザル方式により契
約の相手方を選定したため。

2 4

男女共同参画
センター

マザーズジョブステー
ション等託児業務委託

マザーズジョブステー
ション利用者等のため
の託児業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 特定非営利活動法人
男女共同参画をすすめ
る会. I YOU淡海

9,647,000 本業務は、乳幼児の安全確保や万一に備えた対
策等、高い安全性が求められるため、競争入札
に適しないことから、プロポーザル方式により契
約の相手方を選定したため。

2 4

観光振興局 観光統計調査委託 観光統計調査業務 令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益社団法人びわこビ
ジターズビューロー

7,150,000 本調査では、本県観光施策の効果や課題を踏ま
えた上での分析資料作成や調査項目策定が必要
であるほか、各施設から観光入込客数などの内
部情報を報告してもらう必要がある。よって、県と
一体的に観光施策を推進し、県と同程度の信用
力のある県内唯一の県域の公益社団法人である
当該団体以外に、代替しうるものがいないため。

2 3イ
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ここ滋賀 令和３年度「ここ滋賀
ショッピングサイト」運
営業務委託

「ここ滋賀」取扱商品を
中心とする滋賀の産
品をインターネット上で
販売する「ここ滋賀
ショッピングサイト」を
運営し、「ここ滋賀」の
顧客をはじめ、全国の
方に対してPRおよび
購入できる機会を創出

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 滋賀県中小企業団体
中央会

5,500,000 本委託業務については、当該団体において県産
品を販売するインターネット通販サイトの構築・運
営にすでに取り組まれており、新規にインターネッ
ト通販サイトを構築・運営するよりも安価に実施で
きること、また物流面においても複数事業者の商
品を注文した場合に、同梱発送できる仕組みを構
築していること、さらに県内約320団体、約11,000
社の会員を有しており、本委託業務に係る県内事
業者との調整等を円滑に進められると想定される
ことから、本委託業務を実施できる唯一の団体で
あると認められるため。

2 3イ

ここ滋賀 令和３年度ここ滋賀発
信継続計画作成・発信
促進業務委託

ここ滋賀発信継続計
画の作成および令和３
年度発信促進事業の
実施

令 和 3 年 4 月 2 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 UDS株式会社 14,800,000 本委託業務で作成する計画は、ここ滋賀の運営
事業者の立場からのみ作成が可能であり、また
各種の発信促進事業も、「ここ滋賀」の運営業務
と密接不可分なものであることから、本委託業務
を実施できるのは「ここ滋賀」の運営事業者であ
る当該事業者をおいてほかにないため。

2 3イ

ここ滋賀 令和３年度「ここ滋賀」
観光誘客機能強化事
業業務委託

観光情報の発信や相
談対応を行う観光コン
シェルジュの設置

令 和 3 年 4 月 23 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社日本旅行 8,298,180 当事業を効果的・効率的に実施するには、価格よ
りも企画内容が重要であり、専門的な知見を有す
る旅行事業者等からの企画提案内容に基づいて
事業内容を確定する方がより高い成果を期待で
き、競争入札に適しないことから、プロポーザル方
式により契約の相手方を選定したため。

2 4

ここ滋賀 令和３年度拠点発信
力強化事業業務委託

滋賀の魅力を効果的
に訴求するとともに、こ
こ滋賀の利用促進お
よび滋賀への誘客に
つながるよう催事を企
画・実施

令 和 3 年 4 月 28 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 アインズ株式会社大津
営業所

17,996,000 契約の内容が、首都圏での滋賀県に対する認知
度を高めるため、効果的に滋賀の多様な魅力を
PRし実感してもらえるようなアイデアやノウハウを
重視するもので、企画提案内容に基づいて仕様
を作成する方がより高い成果を期待でき、競争入
札に適しないことから、プロポーザル方式により
契約の相手方を選定したため。

2 4
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ここ滋賀 令和３年度首都圏販
路開拓支援事業業務
委託

「ここ滋賀」を始めとす
る首都圏での販路開
拓に対して意欲ある県
内事業者への販路開
拓の支援

令 和 3 年 5 月 12 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社アール・ピー・
アイ

17,000,000 首都圏での滋賀県に対する認知度を高めるた
め、県産品の販路開拓を図るには、事業参加者と
首都圏の企業が結びつく仕組みづくりや、販路開
拓へ結び付くように事業参加者へ商品改善等へ
の適切なアドバイスを一体的に実施する必要が
ある。
これらの実施には、マーケティングや販路開拓、
企業間連携に関する専門的な知識、経験が必要
であり、民間事業者が持つアイテア、ノウハウ等
を企画提案書等により判断のうえ、より優れた企
画提案を示した者と契約する必要があり、競争入
札に適しないことから、プロポーザル方式により
契約の相手方を選定したため。

2 4

ここ滋賀 令和３年度「ここ滋賀」
経済効果等測定業務
委託

「ここ滋賀」の運営に伴
う経済波及効果および
首都圏の環境変化等
の調査分析

令 和 3 年 6 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社ブランド総合
研究所

5,000,000 平成29年10月より東京・日本橋に開設・運営して
いる情報発信拠点「ここ滋賀」の運営による成果
（効果分析等）をわかりやすく定量的に把握する
など、契約の内容が価格以外の要素を重視する
もので、企画提案内容に基づいて仕様を作成す
る方がより高い成果を期待できるため、競争入札
に適しないことから、プロポーザル方式により契
約の相手方を選定したため。

2 4


